
総務課 
カジノ管理委員会事務局職員の勤務時間

管理規程の一部改正（案）について 
令和 2年 3月 26日 

１．趣旨 

人事院規則１０－４（職員の保健及び安全保持）の一部改正に伴い、カジ

ノ管理委員会事務局職員の勤務時間管理規程について、特定保健指導を受け

るため職員が勤務しないことを承認することができるよう改正を行うもの

（別添）。 

２．主な改正内容 

・ 特定保健指導を受けるため職員が勤務しないことを承認することがで

きることとする。（第１３条の２） 

・ 別記様式第１７号「早出遅出勤務管理簿」、別記様式第２８号「超過勤

務等命令簿」並びに別記様式第３２号及び第３３号「勤務時間報告書」の

様式について、所要の改正を行う。 

３．施行期日 

令和２年４月１日から施行する。 

説明資料２ 
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カジノ管理委員会事務局職員の勤務時間管理規程（令和２年カジノ管理委員

会訓令第７号）の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

カジノ管理委員会事務局職員の勤務時間管理規程 

 

令和２年１月７日  

カジノ管理委員会訓令第７号 

最終改正 令和２年３月●日 

 

（総則） 

第１条 カジノ管理委員会事務局の職員（一般職の職員の勤務時間、休暇等に

関する法律（平成６年法律第３３号。以下「勤務時間法」という。）第２３

条に規定する常勤を要しない職員（第２９条において「非常勤職員」という。）

を除く。以下「職員」という。）の勤務時間の管理については、別に定める

もののほか、この訓令の定めるところによる。 

（指定官職） 

第２条 この訓令において、「指定官職」とは、次の表の左欄に掲げる職員につ

いて、対応する同表右欄に掲げる者とする。 

事務局長 委員長 

次長、監察官及び監察官付職員、部に属する職員 事務局長 

 

（課係等） 

第３条 人事院規則９－５（給与簿）（以下「規則９－５」という。）第２条に

規定する勤務時間報告書の作成単位となる課又はこれに準ずる組織は、次の

各号に掲げるもの（以下「課係等」という。）とする。 

一 各部の課（第二号を除く。） 

二 前号の課の室 

三 監察官及びその指揮監督下にある職員から成る組織 

（勤務時間管理員の指名） 

第４条 課係等の長は、当該課係等の者を規則９－５第３条に規定する勤務時

間管理員（以下「勤務時間管理員」という。）として指名し、勤務時間の管

理に関する事務を処理させるものとする。 

２ 課係等の長は、必要に応じ、勤務時間管理員の行う事務を補助させるため、
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若干名の勤務時間管理員補助者を指名することができる。 

３ 勤務時間管理員及び勤務時間管理員補助者の指名は、別記様式第１号の指

名通知書を交付して行うものとする。 

（給与事務担当者への通知） 

第５条 課係等の長は、勤務時間管理員を指名したときは、速やかに規則９－

５第４条に規定する給与事務担当者（以下「給与事務担当者」という。）に

その旨を通知しなければならない。 

（課係等に属しない職員の勤務時間の管理） 

第６条 課係等に属しない職員の勤務時間の管理に関する事務は、当該職員に

係る指定官職が指定する課係等の勤務時間管理員がそれぞれ行うものとす

る。 

（出勤簿の様式等） 

第７条 規則９－５第３条に規定する出勤簿の様式は、別記様式第２号のとお

りとする。 

２ 総務企画部総務課長は、必要があると認めるときは、総務企画部総務課所

属の職員に出勤簿を検査させることができる。 

（職員の転出に伴う出勤簿の写しの送付） 

第８条 勤務時間管理員は、職員が他の課係等に転出した場合（他省庁に転出

した場合を含む。）には、当該職員の転出後の昇給又は勤勉手当の額の算定

に際し必要なその者の勤務成績を判定する対象となる期間に係る出勤簿の

写しを作成し、これを転出先の勤務時間管理員に送付しなければならない。 

（休暇の承認） 

第９条 勤務時間法第１７条第３項に規定する年次休暇の承認並びに同法第２

１条に規定する病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の承認は、指定

官職が行うものとする。 

２ 職員は、前項の承認を求めようとするときは、別記様式第３号、別記様式

第４号又は別記様式５号の休暇簿を指定官職に提出しなければならない。 

３ 指定官職は、第１項の規定に基づき介護休暇又は介護時間を承認したとき

は、速やかに総務企画部総務課長にその旨報告しなければならない。 

４ 人事院規則１５－１４（職員の勤務時間、休日及び休暇）（以下「規則１５

－１４」という。）第２２条第１項第４号の規定による特別休暇の承認を求

める場合には、別記様式第６号のボランティア活動計画書を提出しなければ

ならない。 

（週休日の振替等、超勤代休時間及び代休日の指定） 

第１０条 勤務時間法第８条に規定する週休日の振替等、同法第１３条の２第
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１項に規定する超勤代休時間及び同法第１５条第１項に規定する休日の代

休日の指定は、指定官職が行うものとする。 

（勤務時間内レクリエーション参加者の勤務しないことの承認） 

第１１条 人事院規則１０－６（職員のレクリエーションの根本基準）第５条

に規定する勤務しないことの承認は、指定官職が行うものとする。 

２ 勤務時間内に実施されるレクリエーション行事に参加する者が前項の承認

を求めようとするときは、別記様式第７号の勤務時間内レクリエーション参

加願を指定官職にあらかじめ提出しなければならない。 

（妊産婦の勤務しないことの承認） 

第１２条 人事院規則１０－７（女子職員及び年少職員の健康、安全及び福祉）

（第３項において「規則１０－７」という。）第５条、第６条第２項及び第

７条に規定する勤務しないことの承認は、それぞれ、指定官職が行うものと

する。 

２ 妊娠中若しくは出産後１年以内の女子職員が前項の承認を求めようとする

ときは、それぞれ、別記様式第８号の妊産婦の健康保持のために勤務しない

ことの承認願、別記様式第４号の休暇簿又は別記様式第９号の妊娠期間中の

通勤緩和措置願を指定官職にあらかじめ提出しなければならない。 

３ 生後１年に達しない子を育てる女子職員が規則１０－７第１０条に規定す

る特別休暇の承認を求める場合には、別記様式第１０号の保育時間承認申請

書を提出しなければならない。 

（総合的な健康診査を受けるため勤務しないことの承認） 

第１３条 人事院規則１０－４（職員の保健及び安全保持）第２１条の２第１

項に規定する勤務しないことの承認は、指定官職が行うものとする。 

２ 職員は、前項の承認を求めようとするときは、別記様式第１１号の総合健

診のために勤務しないことの承認願を指定官職にあらかじめ提出しなけれ

ばならない。 

 （特定保健指導を受けるため勤務しないことの承認） 

第１３条の２ 人事院規則１０－４第２４条の３第１項に規定する勤務しない

ことの承認は、指定官職が行うものとする。 

２ 職員は、前項の承認を求めようとするときは、別記様式第４号の休暇簿に

より指定官職にあらかじめ提出しなければならない。 

（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務並びに深夜勤務及び超過勤務の

制限） 

第１４条 人事院規則１０－１１（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務並

びに深夜勤務及び超過勤務の制限）（次項において「規則１０－１１」とい
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う。）第４条第２項、第７条第２項並びに第１１条第２項及び第４項に規定

する職員に対する通知並びに同条第３項に規定する超過勤務制限開始日の

変更は、指定官職が行うものとする。 

２ 職員が、規則１０－１１第４条第１項、第７条第１項及び第１１条第１項

に規定する請求並びに同規則第５条第３項、第８条第３項及び第１２条第３

項に規定する届出（それぞれ同規則第１３条において準用する届出を含む。）

を行うときは、それぞれ、早出遅出勤務請求書、深夜勤務制限請求書、超過

勤務制限請求書及び育児又は介護の状況変更届を指定官職に提出するもの

とする。 

（修学等のための早出遅出勤務） 

第１５条 修学等のために必要と思われる場合の早出遅出勤務の承認は、指定

官職が行うものとする。 

２ 職員は、前項の承認を求めようとするときは、別記様式第１２号の修学等

のための早出遅出勤務請求書を指定官職にあらかじめ提出しなければなら

ない。 

３ 職員は、前項に変更のあった場合は速やかに別記様式第１３号の修学等の

状況変更届を指定官職に提出しなければならない。 

第１６条 規則１５－１４第４条の５の２に規定する職員（以下この条におい

て単に「職員」という。）の障害等の特性に応じて必要と思われる場合の早

出遅出勤務の承認は、指定官職が行うものとする。 

２ 職員は、前項の承認を求めようとするときは、別記様式第１４号の障害の

特性等に応じた早出遅出勤務申出書（以下この条において「申出書」という。）

を指定官職にあらかじめ提出しなければならない。 

３ 職員は、申出書に係る記載事項に変更のあった場合は、速やかに別記様式

第１５号の障害の特性等に応じた早出遅出勤務に係る状況変更届（以下この

条において「変更届」という。）を指定官職に提出しなければならない。 

４ 前２項の規定にかかわらず、申出書又は変更届に係る事項を記載した電子

メールの送信、勤務時間管理員等による職員から聴取した内容の記録その他

の方法をもって申出書又は変更届の提出に代えることができる。 

５ 指定官職は、申出書の提出（前項の規定による場合を含む。）を受けたとき

は、公務運営の支障の有無、他の職員への影響等各職場における状況を十分

把握した上で、当該職員の早出遅出勤務の可否を判断し、当該職員に対し、

その結果を別記様式第１６号の障害の特性等に応じた早出遅出勤務通知書

により通知するものとする。 

６ 指定官職は、前項の場合において、勤務時間を当該職員の申出のとおりに
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割り振ることができない場合には、当該職員からの求めに応じて、その理由

を説明するものとする。 

７ 指定官職は、変更届の提出（第４項の規定による場合を含む。）を受けた場

合その他事情の変更があるときは、職員の早出遅出勤務の承認を変更し、又

は取り消すものとする。この場合において、当該職員に対し、別記様式第１

６号の障害の特性等に応じた早出遅出勤務変更通知書又は障害の特性等に

応じた早出遅出勤務取消通知書により通知するものとする。 

（超過勤務による疲労蓄積の防止のための早出遅出勤務） 

第１７条 超過勤務による疲労蓄積の防止のために必要と思われる場合の早出

遅出勤務の指定、変更又は取消しは、当該職員に係る課係等の長が行うもの

とする。 

２ 課係等に属しない職員に対する前項の指定等は、指定官職が指定する官職

を占める職員が行うものとする。 

３ 第１項による早出遅出勤務を行う場合は、別記様式第１７号の早出遅出勤

務管理簿により指定等を通知するものとする。 

（休憩時間の変更） 

第１８条 規則１５－１４第７条第４項の規定による休憩時間の変更の承認は、

指定官職が行うものとする。 

２ 職員は、前項の承認を求めようとするときは、別記様式第１８号の休憩時

間変更事由申出書又は別記様式第１９号の休憩時間変更事由届を指定官職

にあらかじめ提出しなければならない。 

３ 第１６条第４項の規定は、別記様式第１９号の休憩時間変更事由届の提出

について準用する。 

（交渉に出席する場合の離席の承認） 

第１９条 職員は、国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第１０８条の

５に規定する交渉に出席する場合は、あらかじめ指定官職に離席の承認を受

けなければならない。 

（専従許可等の申請） 

第２０条 人事院規則１７－２（職員団体のための職員の行為）第１条第１項

の規定により専従許可を求める場合、同規則第２条第１項の規定により専従

許可の更新を求める場合又は同規則第６条第５項の規定により短期従事の

許可を求める場合に提出しなければならない申請書の様式は、それぞれ、別

記様式第２０号、別記様式第２１号又は別記様式第２２号のとおりとする。 

（育児時間の承認） 

第２１条 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号）
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第２６条第１項及び第３項に規定する育児時間の承認及び取消しは、指定官

職が行うものとする。 

（育児休業等の申請） 

第２２条 人事院規則１９－０（職員の育児休業等）第４条第５号又は第１８

条第６号に規定する育児休業等計画書、同規則第１０条第２項（同規則第２

２条（同規則第３１条において準用する場合を含む。）において準用する場

合を含む。）に規定する養育状況変更届、同規則第５条第１項（同規則第６

条において準用する場合を含む。）に規定する育児休業承認請求書、同規則

第２０条第１項に規定する育児短時間勤務承認請求書又は同規則第３０条

第１項に規定する育児時間承認請求書の様式は、それぞれ、別記様式第２３

号、別記様式第２４号、別記様式第２５号、別記様式第２６号又は別記様式

第２７号のとおりとする。 

（超過勤務等の命令） 

第２３条 職員に対する超過勤務等（勤務時間法第１３条に規定する正規の勤

務時間以外における勤務並びに一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５

年法律第９５号）第１７条及び第１８条に定める正規の勤務時間における勤

務をいう。）の命令は、当該職員に係る課係等の長が行うものとする。 

２ 課係等に属しない職員に対する前項の命令は、指定官職が指定する官職を

占める職員が行うものとする。 

３ 勤務時間管理員は、前２項の命令があった場合においては、その都度、別

記様式第２８号の超過勤務等命令簿に所定の事項を記入しなければならな

い。 

（他律的業務の比重が高い部署の指定） 

第２４条 課係等の長は、指定官職に対し、規則１５－１４第１６条の２の２

第１項第２号に定める他律的業務の比重が高い部署の指定（以下「指定」と

いう。）を申請することができる。 

２ 指定官職は、前項の申請があった場合において、当該部署の業務が、他律

的業務の比重が高いと認められるときは、指定をするものとする。 

３ 指定官職は、指定の必要がなくなったと認められるときは、当該指定を解

除するものとする。 

４ 課係等の長は、第２項の規定による指定又は前項の規定による指定の解除

がされたときは、当該部署の職員に対して周知するものとする。 

（管理職員特別勤務実績及び管理職員特別勤務手当整理簿の作成） 

第２５条 特定管理職員（俸給の特別調整額一～五種適用職員及び一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する法律（平成１２年法律第１２５号）
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第３条第１項の職員）、検察官の俸給等に関する法律（昭和２３年法律第７

６号）別表検事の項１号から８号までの俸給を受ける職員及び指定職俸給表

適用職員が、管理職員特別勤務（一般職の職員の給与に関する法律第１９条

の３第１項の規定による勤務をいう。）を行った場合は、勤務時間管理員は、

別記様式第２９号の管理職員特別勤務実績簿及び管理職員特別勤務手当整

理簿に所定の事項を記入しなければならない。 

（外勤の命令） 

第２６条 職員に対する外勤（勤務時間内に正規の勤務官署以外の場所におい

て執務することをいう。第３項において同じ。）の命令は、当該職員に係る

課係等の長が行うものとする。 

２ 課係等に属しない職員に対する前項の命令は、指定官職が指定する官職を

占める職員が行うものとする。 

３ 勤務時間管理員は、前２項の命令があった場合（勤務時間の開始時に正規

の勤務官署に出勤した後外勤する場合を除く。）においては、その都度、別

記様式第３０号の外勤命令簿に所定の事項を記入しなければならない。 

（着任期間） 

第２７条 人事異動により住居を移転する必要がある者は、その発令の日の翌

日から起算して７日以内に新在勤官署に着任しなければならない。ただし、

職務に復帰することを命ぜられた派遣職員（国際機関等に派遣される一般職

の国家公務員の処遇等に関する法律（昭和４５年法律第１１７号）第３条に

規定する派遣職員をいう。）の着任期間は、その発令の日の翌日から起算し

て１４日以内とする。 

２ 人事異動によりその者が新たに属することとなった課係等の長（課係等に

属しない職員にあっては、指定官職が指定する官職を占める職員）は、特に

必要があると認める場合は、前項に規定する期間を延長し、又は短縮するこ

とができる。 

（併任職員の取扱い） 

第２８条 併任された職員（次項において「併任職員」という。）の併任官職に

係る勤務時間の管理に関する事務は、併任官職に係る課係等の勤務時間管理

員が行うものとする。 

２ 前項の勤務時間管理員は、併任職員の勤務状況についての別記様式第３１

号の併任者勤務状況通知書を作成し、課係等の長の押印を受けて、給与期間

（規則９－５第２条に規定する給与期間をいう。次条第１項において同じ。）

終了後速やかに本務官職に係る課係等の勤務時間管理員に送付しなければ

ならない。 
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（勤務時間報告書） 

第２９条 勤務時間管理員は、給与期間終了後速やかに、その所属する職員の

当該期間に係る勤務状況についての別記様式第３２号又は別記様式第３３

号の勤務時間報告書を作成し、課係等の長の押印を受けて、給与事務担当者

に送付しなければならない。 

（文書の保管） 

第３０条 職員の勤務時間の管理に係る文書の保管については、次のとおりと

する。 

 

保管すべき文書 

 

 

保管責任者 

 

保管年限 

 

出勤簿、超過勤務等命令簿、管理職員特別

勤務実績簿、管理職員特別勤務手当整理簿 

 

 

勤務時間管理員 

 

 

５年 

 

 

休暇簿、ボランティア活動計画書、勤務時

間内レクリエーション参加願、妊産婦の健

康保持のために勤務しないことの承認願、

妊娠期間中の通勤緩和措置願、保育時間承

認申請書、総合検診のために勤務しないこ

との承認願、早出遅出勤務請求書、深夜勤

務制限請求書、超過勤務制限請求書、育児

又は介護の状況変更届、修学等のための早

出遅出勤務請求書、修学等の状況変更届、

早出遅出勤務管理簿、障害の特性等に応じ

た早出遅出勤務申出書、障害の特性等に応

じた早出遅出勤務に係る状況変更届、障害

の特性等に応じた早出遅出勤務通知書、障

害の特性等に応じた早出遅出勤務変更通知

書及び障害の特性等に応じた早出遅出勤務

取消通知書、休憩時間変更事由申出書、休

憩時間変更事由届、専従許可申請書、専従

許可更新申請書、短期従事許可申請書、育

児休業等計画書、養育状況変更届、育児休

 

勤務時間管理員 

 

３年 
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業承認請求書、育児短時間勤務承認請求書、

育児時間承認請求書、外勤命令簿 

 

 

勤務時間報告書 

 

給与事務担当者 ３年 

（非常勤職員の勤務時間の管理等） 

第３１条 非常勤職員の勤務時間の管理については、別に定めるもののほか、

第７条、第１１条から第１４条、第２１条及び第２２条の規定を適用する。 

２ 非常勤職員に係る休憩時間及び休暇の承認並びに超過勤務等の命令につい

ては、職員の例による。 

（実施の細則） 

第３２条 この訓令の実施に関し必要な事項は、総務企画部総務課長が定める

ことができる。 

 

附 則 

この訓令は、令和２年１月７日から施行する。 

 

  附 則 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

別記様式第１号～第３号   （略） 

 

別記様式第５号～第１６号  （略） 

 

別記様式第１８号～第２７号 （略） 

 

別記様式第２９号～第３１号 （略） 
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所
属

氏
名

年

※
　

※
※

※
※

備
　

考

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

（
※

印
の

欄
は

職
員

が
記

入
又

は
押

印
す

る
。

「
残

日
数

・
時

間
」
欄

に
は

、
特

定
休

暇
を

使
用

す
る

場
合

に
限

り
、

7
時

間
4
5
分

（
斉

一
型

短
時

間
勤

務
職

員
の

場
合

は
勤

務
日

ご
と

の
勤

務
時

間
の

時
間

数
（
7
時

間
4
5
分

を
超

え
る

場
合

に
あ

っ
て

は
7
時

間
4
5
分

と
し

、
1
分

未
満

の
端

数
が

あ
る

と
き

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
た

時
間

）
）
を

１
日

と
し

て
算

出
し

た
残

日
数

・
時

間
数

を
記

入
す

る
。

）
（
日

本
工

業
規

格
A

列
4
）

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

決
　

　
　

　
裁

各
省

各
庁

の
長

の
印

（
承

認
権

者
の

印
）

承
認

の
可

否

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

（ 表 面 ）

勤
務

時
間

管
理

員
処

理

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

請
求

（
申

出
）

月
日

期
間

残
日

数
・
時

間

理
由

休
暇

簿
（

特
別

休
暇

用
）

本
人

印
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※
　

※
※

※
※

備
　

考

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

月
日

時
分

か
ら

日
日

月
日

時
時

月
日

時
分

ま
で

分
分

期
間

残
日

数
・
時

間

理
由

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

承
認

の
可

否
本

人
印

請
求

（
申

出
）

月
日

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

（ 裏 面 ）

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

□
 承

認
　 □

 不
承

認

決
　

　
　

　
裁

勤
務

時
間

管
理

員
処

理

各
省

各
庁

の
長

の
印

（
承

認
権

者
の

印
）
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別
記
様
式
第
１
７
号
（
第
１
７
条
関
係
）

早
出
遅
出
勤
務
管
理
簿

所
属

令
和
　
　
年

氏
名

通
知
日

期
間

勤
務
時
間

課
係
等
の

長
の
印

本
人
印

勤
務
時
間

管
理
員
印

備
　
考

（
注
）

１
　
「
勤
務
時
間
」
欄
は

、
早

出
勤

務
①

～
⑥

、
遅

出
勤

務
①
～
⑦
の
い
ず
れ
か
の
勤
務
時
間
を
記
入
す
る
。

２
　
勤
務
時
間
管
理
員
は

、
通

知
を
受

け
た
当

該
職

員
の
早
出
又
は
遅
出
の
内
容
と
相
違
な
け
れ
ば
処
理
の
押
印
を
す
る
こ
と
。

３
　
変
更
又
は
取
消
し
の

場
合

に
は

、
「
備

考
」
欄

に
変

更
又
は
取
消
し
の
別
等
を
記
入
す
る
。

　
　
な
お
、
変
更
又
は
取

消
し
前

の
内

容
を
括

弧
書

き
と
し
、
新
た
な
通
知
内
容
を
赤
字
で
記
載
す
る
。
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別記様式第28号（第23条関係）

俸給表 氏名
級 号俸

備考　様式の大きさは、日本工業規格A4とする。

超 過 勤 務 等 命 令 簿

 

+0
（150）

+50
（100）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿
日
直
勤
務

実　績　時　間

 

 

+25 +15
（135）

+50 +25 +50 +25
（150）

超勤代休時間の勤務

+15
（160）

175
100

日

付

休日
勤務

135
100

超　過　勤　務

（125）（125）

令和　　　　年　　　　　月

+15

所属

100
100

125
100

135
100

160
100

 25
100

夜間
勤務

150
100

 

計

職務の内容命 令 時 間

勤

務

時

間

管

理

員

印

課

係

等

長

印

 

 

 

累
計
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別
記

様
式

第
3
2
号

（
第

2
9
条

関
係

）

（
職

員
用

）

課
  
 室

  
 名

給
  
 与

  
 期

  
 間

　
　

令
和

　
  
年

　
 月

　
 日

　
～

　
令

和
　

  
年

　
 月

  
 日

夜
 勤

管
  
理

  
職

  
員

  
特

  
別

  
勤

  
務

  
手

  
当

手
 当

指
定

職
1
0
0

1
2
5

1
3
5

1
5
0

1
6
0

1
7
5

＋
5
0

＋
2
5

＋
1
5

＋
5
0

＋
2
5

＋
1
5

1
3
5

2
5

６
Ｈ

６
Ｈ

６
Ｈ

６
Ｈ

６
Ｈ

６
Ｈ

６
Ｈ

６
Ｈ

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

以
下

超
以

下
超

以
下

超
以

下
超

合
　

　
　

　
　

　
計

　
　

こ
の

給
与

期
間

に
お

け
る

加
給

、
減

給
の

記
録

が
正

確
か

つ
適

法
で

あ
る

こ
と

を
証

明
し

ま
す

。

令
和

　
  
年

　
　

 月
　

　
 日

監
 　

督
　

 者
 　

氏
 　

名
印

勤
務

時
間

管
理

員
氏

名
印

備
考

　
用

紙
の

大
き

さ
は

、
日

本
工

業
規

格
Ａ

４
と

す
る

。

備
考

特
定

任
期

付

号
俸

Ⅰ
種

Ⅱ
種

勤
務

時
間

報
告

書

宿
日

直
勤

務
回

数
番

号
超

 過
 勤

 務
 手

 当
氏

　
　

　
名

職
員

コ
ー

ド

休
日

給
超

勤
代

休
時

間
超

勤
代

休
時

間
の

勤
務
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別
記

様
式

第
3
3
号

（
第

2
9
条

関
係

）

（
非

常
勤

職
員

用
）

課
  
 室

  
 名

給
　

与
　

期
　

間
令

和
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
　

～
　

令
和

　
　

　
年

　
　

月
　

　
　

日

減
額

1
0
0

1
2
5

1
3
5

1
5
0

1
6
0

1
7
5

＋
5
0

＋
2
5

＋
1
5

＋
5
0

＋
2
5

＋
1
5

1
3
5

時
間

数

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

合
　

　
　

　
　

　
計

　
　

こ
の

給
与

期
間

に
お

け
る

出
勤

日
数

、
加

給
、

減
給

の
記

録
が

正
確

か
つ

適
法

で
あ

る
こ

と
を

証
明

し
ま

す
。

令
和

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
　

日
監

 　
督

　
 者

 　
氏

 　
名

印

勤
務

時
間

管
理

員
氏

名
印

備
考

　
用

紙
の

大
き

さ
は

、
日

本
工

業
規

格
Ａ

４
と

す
る

。

備
　

　
考

休
日

給
超

勤
代

休
時

間
超

勤
代

休
時

間
の

勤
務

勤
務

時
間

報
告

書

番
号

超
 過

 勤
 務

 手
 当

氏
　

　
　

名
職

員
コ

ー
ド

出
勤

日
数
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人
事
院
は
、
国
家
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
二
十
号
）
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則
一
〇
―
四
（
職
員
の
保
健
及

び
安
全
保
持
）
の
一
部
改
正
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

令
和
二
年
三
月
二
日

人
事
院
総
裁

一

宮

な
ほ
み

人
事
院
規
則
一
〇
―
四
―
三
三

人
事
院
規
則
一
〇
―
四
（
職
員
の
保
健
及
び
安
全
保
持
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
一
〇
―
四
（
職
員
の
保
健
及
び
安
全
保
持
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線

を
付
し
た
部
分
が
あ
る
も
の
は
、
こ
れ
を
当
該
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付

し
た
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
が
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

（
採
用
時
等
の
健
康
診
断
）

（
採
用
時
等
の
健
康
診
断
）

第
十
九
条

各
省
各
庁
の
長
は
、
職
員
（
人
事
院
の
定
め

第
十
九
条

各
省
各
庁
の
長
は
、
職
員
（
人
事
院
の
定
め
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る
非
常
勤
職
員
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
、
次
条
第
二
項

る
非
常
勤
職
員
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
、
次
条
第
二
項

第
二
号
及
び
第
二
十
一
条
の
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

第
二
号
及
び
第
二
十
一
条
の
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

採
用
に
際
し
、
そ
の
者
の
健
康
診
断
（
第
二
十
二
条
の

採
用
に
際
し
、
そ
の
者
の
健
康
診
断
（
第
二
十
二
条
の

四
第
一
項
に
規
定
す
る
検
査
を
除
く
。
以
下
第
二
十
四

四
第
一
項
に
規
定
す
る
検
査
を
除
く
。
以
下
第
二
十
四

条
の
四
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
行
わ
な
け
れ
ば
な

条
の
三
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
行
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
職
員
を
新
た
に
別
表
第
三
に
掲
げ
る
業
務
に

ら
な
い
。
職
員
を
新
た
に
別
表
第
三
に
掲
げ
る
業
務
に

従
事
さ
せ
る
場
合
に
も
、
同
様
と
す
る
。

従
事
さ
せ
る
場
合
に
も
、
同
様
と
す
る
。

２

（
略
）

２

（
略
）

（
特
定
保
健
指
導
）

第
二
十
四
条
の
三

各
省
各
庁
の
長
は
、
高
齢
者
の
医
療

（
新
設
）

の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十

号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
の

結
果
に
よ
り
健
康
の
保
持
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
職
員
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（
人
事
院
の
定
め
る
職
員
に
限
る
。
）
が
請
求
し
た
場

合
に
は
、
そ
の
者
が
同
法
第
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
る

特
定
保
健
指
導
を
受
け
る
た
め
勤
務
し
な
い
こ
と
を
承

認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
勤
務
し
な
い
こ
と
を
承
認
す
る

こ
と
が
で
き
る
時
間
は
、
一
日
の
範
囲
内
で
各
省
各
庁

の
長
が
必
要
と
認
め
る
時
間
と
す
る
。

（
健
康
診
断
の
結
果
の
通
知
）

（
健
康
診
断
の
結
果
の
通
知
）

第
二
十
四
条
の
四

（
略
）

第
二
十
四
条
の
三

（
略
）

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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